


１．ITSという研究分野
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ITS（Intelligent Transport Systems：高度

交通システム）という言葉は、近年一般的な用

語としても浸透しつつある。ITSとは、電子情

報技術を用いて道路の安全と効率を向上させる

技術の総称であり、その研究は、交通工学・電

子情報工学・自動車工学・政策等の様々な分野

の知見を有機的に組み合わせて行われる。即

ち、ニーズに基づいたソリューション型の研究

の代表である。電子情報工学に基盤をおく自分

自身の立場から見れば、交通事故や渋滞といっ

た交通問題を的確に把握し、これらを解決する

ための技術を開発、フィールド適用による効果

検証を行うというのが、研究の流れである。も

ちろん、既存の技術を組み合わせるだけでな

く、今までにない技術を生み出すことによるブ

レークスルーが期待されるが、ニーズを強く意

識しながら開発をすることになる。

ITSの研究のもう一つの大きな特徴は、常に

代替ソリューションが競合あるいは、協調して

いる点である。もちろん、どの研究でも他のア

プローチと競合しないものはないと言えるが、

ITSは、こうした特徴をもつ代表的な研究であ

ろう。例えば、車や歩行者のセンシング（計

測）には、直接的に物体の距離計測が可能な

レーザーセンサーがあり、画像認識技術と競合

している。インフラ側に設置して定点観測を行

う用途では、既設のカメラを流用できるのが画

像認識技術の最大の利点である。昨今は安全安

心の観点から、カメラの設置が急増しており、

ますますこの傾向が高まっている。一方、車に

設置する（車載）センサーの用途では、純粋に

コストと性能の比較という問題になってくる。

より大きなくくりで、センサーと通信技術は常

に競合している。車の通信手段搭載率が100%

になれば、もはや交通計測をセンサーで行う必

要が無いという極論もあるにはあるが、事はそ

う単純ではない。現在では、カーナビに蓄えら

れた走行データ（プローブデータ）を通信手段

で吸い上げて交通情報を把握することが行われ

ている。しかし、これらのデータは時間的・空

間的に分散しているためリアルタイム性に欠け

る。これに対し、センサーは、ある時間・空間

断面での交通状態を把握するものである。この

ように、交通データ収集において、通信手段と

センサーとが協調することで、より質の高い
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2.2　車載画像センサーを活用した対歩行者事故防止システム

安全運転支援のための路車協調システムは、

実証試験が成功し、実用化が始まっている。し

かし、路車協調による安全運転支援は、高速道

路や大規模交差点等、路側センサーおよび路車

通信装置の設置が可能な場所にサービスが限ら

れる。費用対効果や場所の制約から路車協調シ

ステムの適用が困難な場所では、車載センサー

による安全運転支援システムが有望視される。

当研究室では、歩行者・自転車の交通弱者検出

のための画像センサーを開発している。前景

の物体について時空間MRFモデルを用いたト

ラッキングを行う。連続するフレームの同一物

体に対してHOG特徴量を用いた物体識別アル

ゴリズムを適用し、歩行者等と電柱・標識、看

板等の道路施設物体との識別を行う。背景とな

るビル等と前景オブジェクトとの遠近の差か

データに加工されると言える。

２．研究内容紹介

2.1　画像センサーを用いた新しい信号制御システム

交差する交通を効率よく流すためには、交通

量を的確に把握し、交差する道路の信号の青時

間配分を最適化することが重要である。従来の

信号システムでは、交通流を把握するために、

交差点流入口や流出口にセンサーを配置し、流

入交通量や流出交通量を計測していた。従来か

ら使われている超音波センサーは車線ごとの交

通量を把握するためには、ガントレー上に車線

上部にくるように配置する必要がある。また、

ループ式センサーは、道路地面に車線ごとに磁

気センシングのためのループコイルを埋める必

要がある。こうしたコストやメンテナンス面で

の欠点を克服する技術として、画像センサー

の導入が期待されている。カメラを路肩に設置

することで交通量が計測できれば、従来型セン

サーに対して、コストやメンテナンスの面で、

非常に有利になる。当研究室では、一台のカメ

ラで交差点の全方向の交通量を計測可能画像セ

ンサー（分岐率センサー）を開発し、1年間の

センサー性能試験、3年間の信号制御効果検証

を経て、2009年に警察庁において仕様化され

た。現在では、100台を超える数のセンサーが

実戦配備され、渋滞解消に役立っている。

今後の研究の発展として、このセンサー特徴

を生かしたネットワーク信号制御という新しい

パラダイムへの展開を模索している。従来は、

系統制御と言われ、幹線道路に沿って、車群を

効率よく渡すことを目的とした一次元の信号制

御が研究されてきた。このため、従来開発され

てきたセンサーは、一般に車線方向への車両通

過を計測するものである。これらの線での計測

に対し、当研究室のセンサーは交差点を面で観

測することができるため、複雑なネットワーク

をもつ都市部において、二次元の信号制御を可

能とすると期待される。
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ら、静止している人物や道路施設物体も検出さ

れるが、物体識別アルゴリズムにより歩行者の

みが検出される。
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３．ITSを取り巻く国際情勢

車は、世界各国に流通する輸出品であるた

め、ITSにとって国際標準化は避けて通れな

い。我が国のセンシング技術、交通および道路

管理技術が世界をリードしていることは、自他

共に認めるところであろう。しかし、このこ

とが我が国のITSの展開を減速させる要因とも

なっているのは、皮肉である。例えば、我が

国では、10年以上前から世界に先駆けてVICS

（Vehicle Information and Communication 

System）という交通情報システムを開発して

きた。VICSシステムは、超音波センサーや光

ビーコンの双方向通信といった旧式のデバイス

で構成されたレガシーシステムであるが、画像

センサーや携帯電話、DSRCといった新しいデ

バイスへの置き換えが進まず、新技術普及の妨

げとなっている。これに対し、欧州は、ISOの

標準化（TC204）を武器に、ITSにおける国際

的主導権を握ろうと攻勢をかけている。

北米、豪州等の先進国は、既存の道路の管理

においては、道路管理の高度化が進み、規模に

おいては我が国に遜色ないレベルまで到達しよ

2.3　リアルタイム交通異常検出システム

交通流監視システムに期待されている、交通

事故の未然の察知および防止の実現には、潤沢

な画像情報を真に活用する技術の確立が重要で

ある。本研究では、交通流監視において、事

故、渋滞、停止車両、落下物のような交通事象

の検出をリアルタイムに行うシステムを構築中

である。構築中のリアルタイム交通事象検出シ

ステムは、従来から交通流監視において用いら

れてきた、カメラ映像入力と画像処理技術を活

用し、さらに、車両の高精度なトラッキングと

数種類の交通事象の検出とを可能とする。車両

のトラッキングアルゴリズムは、時空間MRF

モデルを用い、隠れと照度変化に対して頑健な

トラッキングを実現している。
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うとしている。また、これまで設備の導入が進

んでいなかった分、最新技術の導入が進みやす

いという点があげられる。最新技術が必ずしも

高コストであるわけではなく、例えば、もとも

と設置が予定されている監視カメラを流用する

画像処理のように、コストと性能を両立できる

技術もある。アジア・中南米等の新興国におい

ては、現在、爆発的に道路市場が創成されてい

るところであるが、新興国の財政環境や道路管

理手法への理解度に適応したシステム提案が求

められている。

このように、我が国は、ITS技術で世界を先

導してきたが、今後、この地位を保ちつつ世界

のITSをリードしていけるか、アジアが欧米の

規格に飲み込まれて、日本がガラパゴス化する

か、正念場である。
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�　�参照文献は、著者の姓のアルファベット順によって並べ、各論文末に一括掲載する。欧

文、和文を分けて掲載してもよい。

図・表・写真

�　�図・表は本文中の該当箇所に組み込む。

�　�図版は原則として白黒とする。

�　�仕上がり具合について希望がある場合は、その指示内容を欄外に付箋をつけて記すこと。

また、貼り付ける図・表・写真のできるだけ鮮明なコピー（写真の場合は原版）を、プリ

ントアウト原稿とは別途１部用意すること。

�　�図・表・写真について、ワープロ以外のアプリケーション（表計算ソフト、ドローソフト

など）で作成した電子的なデータがある場合は、そのデータファイルも併せて提出するこ

と。印刷業者が適切な措置を取るためのものである。

�　�図・表・写真のタイトルは、標準フォント（ＭＳ明朝10.5ポイント）を用い、以下のように

センタリングを施して記載する。図・写真の場合はタイトルの上に図・写真、表の場合は

タイトルの下に表を貼付すること。英語タイトルは省略してもよい。

� 例）� ＜図＞

� 図4.2.2　利用目的との関係

� （Fig.4.2.2�Comparison�of�the�patterns�by�purpose�of�use）

外字

�　�外字が必要な場合は、当該箇所を空欄にしておき、プリントアウトに自記しておくこと。

外字は印刷時に業者が作成する。

その他の注意

�　�上記の他、章立て、見出し、引用、註、参考文献などは各学問領域における慣行に拠るこ

ととする。

�　�図書・出版委員会は、内容及び形式の双方について改稿または再提出を求めることができ

る。

�　�校正は原則として、初校のみ執筆者校正とする。大幅な修正は、原則として認めない。大

学院生の投稿の場合は、字句の修正以外は原則として認めない。
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�　�各論文執筆者には別刷30部と掲載誌３部を配布する。

�　�本投稿規定及び執筆要項の改正は図書・出版委員会の決議を経なければならない。

著者紹介の執筆

�　�論文の掲載が決まった著者は、著者紹介と自分の写真一葉を提出する。著者紹介には、生

年月や出身大学などの履歴、専門、主たる著書・論文、所属、所属学会などを書くことが

できる。

附則　この規定・要項は、平成21年１月16日から施行する。

東京大学大学院情報学環　図書・出版委員会
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